
車両の通行の制限について（昭和五三年一二月一日　建設省道交発第九六号）道路局長通達
最近改正：令和４年３月３０日 国道車第８０号
　このたび、昭和五三年一一月一○日付け建設省令第一七号をもつて、車両の通行の許可の手続等を定める省令の一部を改正する省令が公布され、昭和五三年一二月一日から施行されることとなった。
　この省令の趣旨は、更新又は変更申請時における附属書類等の添付の省略等、特殊車両通行許可申請の簡素化を図るため、申請書の様式を改めたものである。
　これに併せて、電子計算システムによる処理の導入等特殊車両通行許可手続の簡素化を図るため、今般、昭和四六年一一月三○日付け建設省道政発第一二○号建設省道路局長通達「車両の通行の制限について」を廃止し、新たに昭和五三年一二月一日付け建設省道交発第九六号建設省道路局長通達「車両の通行の制限について」を定めたところである。
また、道路法等の一部を改正する法律（令和二年法律第三一号）が令和二年五月二七日に公布され、特殊車両通行確認制度が新たに創設されたところであり、道路法等の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令（令和三年政令第一九七号）により、特殊車両通行確認制度が令和四年四月一日から施行されることとなった。
　今般、その取扱いについて左記の通り定めたので、各事項に留意して遺憾なきを期するとともに、貴管下道路管理者に対してもこの旨を周知徹底されるようお取り計らい願いたい。
記
　
第一　一般的事項
一　車両の通行の制限については、道路の構造の保全と交通の危険を防止するため、道路法（昭和二七年法律第一八〇号）（以下「法」という。）第四七条第一項に規定する最高限度（いわゆる一般的制限）を超える車両については、第四七条の二第一項の許可を受けた場合又は第四七条の一〇第三項の回答を受けた場合を除き通行させてはならず、これに違反する者に対しては直ちに罰則の適用があることとされており、個々の道路の幅等との関係において必要とされる車両の制限（いわゆる個別的制限）と扱いを異にすることとなっているので、この運用に万全を期すること。
二　車両の幅の個別的制限については、車両制限令（昭和三六年政令第二六五号）第五条及び第六条の規定により、当該道路が市街地区域内にあるか市街地区域外にあるか、当該道路につき道路管理者が自動車の交通量がきわめて少ないと認めて道路を指定したか否か等により規制内容を異にするが、同令第五条第一項若しくは第三項又は第六条第一項の規定による指定がなされている道路について、これらの指定以後道路又は交通の状況が相当変化している例も見受けられるので、これらの道路について再点検し、状況の変化に即応できる道路の整備計画をたてて、これを実施するよう努めるとともに、実状に即した指定を行うこと。
三　個々の道路の車両の通行の禁止、制限については、緊急時における道路監理員の規制措置を除き、道路標識を設けて行わなければならないので、道路標識の設置状況について、再点検し、設置方法等が不適切なものについてはこれを改めるとともに、設置が必要であるにかかわらず未設置の箇所については、すみやかに設置するよう努めること。
四　違反車両の指導、取締りについては、道路監理員制度を積極的に活用し、その監視体制の強化を図るとともに、警察、地方運輸局等関係機関と緊密な連携を図り、万全を期すること。また、これらの指導、取締りを強化するため、車重計、車高計等必要な諸機材の整備の推進に努めること。
五　関係法令の趣旨及び内容については、講習会、説明会の開催等積極的に広報活動を行い、運送事業者等道路利用者に十分周知徹底せしめるよう努めるとともに、これら関係法令の適正な運用を確保するため、実務担当職員に対する指導を徹底するように努めること。
六　道路運送法（昭和二六年法律第一八三号）第九一条の規定による路線を定めて運行する旅客自動車運送事業の許可又は事業計画の変更の認可の際に道路管理者が意見を提出する場合には、車両制限令を基準として意見を作成すること。
なお、道路運送法第九一条においては、国土交通大臣が新たな路線を定める旅客自動車運送事業の許可等の処分を行おうとする場合において、すでに当該道路に他の事業用自動車の運行が行われており、当該新たな処分に係る車両の大きさ又は重量がすでに運行している車両の大きさ又は重量を超えないときは、道路管理者の意見をあらためて徴する必要がないこととされているので、同条の意見の提出にあたっては、車両制限令第五条又は第六条の規定により道路管理者が指定を行い車両の幅の制限が緩和されている場合においても将来交通量の増加が予想されるときは当該指定がないものとして、また、近い将来道路管理者が指定を行い車両の幅の制限が加重されるときは当該指定があったものとして取り扱うこととし、現在の道路及び交通の状況のみならず、これらの将来の動向をも十分に勘案して、道路管理に遺憾のないよう措置すること。
七 　車両制限令第一四条の規定による緊急自動車等に対する車両制限令の規定の適用の特例については、車両の通行の許可の手続等を定める省令（昭和三六年建設省令第二八号）第七条によるほか、昭和三六年一二月二六日付け道路局長通達「車両の通行の許可の手続等を定める省令の運用について」記三及び昭和四八年一一月八日付け道路局長通達「車両制限令の一部を改正する政令及び車両の通行の許可の手続等を定める省令の一部を改正する省令の施行について」により運用すること。
第二　個別的事項
１ 法第四七条第一項及び第二項関係
一　車両の高さの最高限度については、道路管理者が道路の構造の保全及び交通の危険の防止上支障がないと認めて指定した道路を通行する車両にあっては、四・一メートル、その他の道路を通行する車両にあっては三・八メートルとされていること。
二　総重量の最高限度は、高速自動車国道又は道路管理者が道路の構造の保全及び交通の危険の防止上支障がないと認めて指定した道路を通行する車両にあっては二五トン以下で車両の長さ及び軸距に応じて当該車両の通行により道路に生ずる応力を勘案して国土交通省令で定める値、その他の道路を通行する車両にあっては二○トンとされていること。
また、バン型のセミトレーラ連結車、タンク型のセミトレーラ連結車、幌枠型のセミトレーラ連結車及びコンテナ又は自動車の運搬用のセミトレーラ連結車並びにフルトレーラ連結車で自動車及び被けん引車がバン型の車両、タンク型の車両、幌枠型の車両又はコンテナ若しくは自動車の運搬用の車両であるものについては、高速自動車国道を通行するものにあっては三六トン以下、その他の道路を通行するものにあっては二七トン以下で、車両の軸距に応じて当該車両の通行により道路に生ずる応力を勘案して国土交通省令で定める値とする特例措置を講ずることとされていること。
三　長さの最高限度は、一二メートルとされているが、高速自動車国道を通行するセミトレーラ連結車又はフルトレーラ連結車で、その積載する貨物が被けん引車の車体の前方又は後方にはみだしていないものについてはセミトレーラ連結車にあっては一六・五メートル、フルトレーラ連結車にあっては一八メートルとされていること。
四　道路管理者が道路の強度、線形その他の道路の構造を勘案して国際海上コンテナの運搬用のセミトレーラ連結車の通行による道路の構造の保全及び交通の危険防止上の支障がないと認めて指定した道路を通行する国際海上コンテナの運搬用のセミトレーラ連結車（国土交通省令で定める要件を満たすものに限る。）については、二及び三の規定にかかわらず、総重量にあっては四四トン以下で車両の車軸の数及び軸距に応じて当該車両の通行により道路に生ずる応力を勘案して国土交通省令で定める値、軸重にあっては十一・五トン以下で車両の総重量、車軸の数及び軸距に応じて当該車両の通行により道路に生ずる応力を勘案して国土交通省令で定める値、輪荷重にあっては五・七五トン以下で車両の総重量、車軸の数及び軸距に応じて当該車両の通行により道路に生ずる応力を勘案して国土交通省令で定める値、長さにあっては十六・五メートルとされていること。
五　車両の諸元のはかり方については、次のとおりであること。
（一）　空車状態における車両の長さ、幅及び高さについては、自動車検査証に記載されたものをいうが、これは道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成一四年国土交通省告示六一九号）第六条第一項でいう状態（空車状態、後写鏡を取りはずした状態等）にあるものとしての値であるから注意すること。
（二）　貨物を積載した状態における車両の長さ、幅又は高さは、貨物が空車状態における車両からはみ出さない場合は、（一）でいう当該車両の長さ、幅又は高さをいうが、貨物が空車状態における車両からはみ出す場合は、そのはみ出した貨物の部分を含めた長さ、幅又は高さをいうこと。
（三）　車両の総重量は、車両目重、乗員の重量及び積載貨物の重量の総和をいうものであること。軸重、隣接軸重及び輪荷重についても、このような意味での総重量に対応したものであること。
２　法第四七条第三項関係
トンネル等の高さの制限、橋梁の重量制限及び高架の道路等の重量制限については、いずれも道路の特殊な構造に由来する同種の規定と考えられるので、法第四七条第三項にまとめて規定されているものであること。
３　法第四七条第四項関係
法第四七条第四項は、いわゆる個別的制限について規定しているものであり、この規定の適用については、車両制限令第四条から第一二条まで並びに車両の通行の許可の手続等を定める省令第五条及び第六条によるほか、昭和三六年九月八日付け道路局長通達「車両制限令の施行について」及び昭和三六年一二月二六日付け道路局長通達「車両の通行の許可の手続等を定める省令の運用について」記一及び記二により運用すること。
４　法第四七条の二第一項関係
一　法第四七条の二第一項の規定は、大型トレーラ、大型建設機械のような車両の構造の特殊性又は巨大な発電機等分割することができないような積載貨物の特殊性から、車両の諸元が必然的に法第四七条第一項に規定する最高限度又は同条第三項に規定する限度を超えることとなる車両(以下「特殊な車両」という。)であって、当該道路の通行が必要やむを得ないものについて道路管理者の許可により通行し得ることとしたものであるので、この許可に当たっては、道路の構造又は交通に支障のないよう通行経路、通行時間、走行速度その他道路の状況により必要な条件を付して、厳重にこれを履行させるよう指導すること。
二　同一の通行経路を反復継続して通行することが予定される特殊な車両の通行の許可については、次のとおり取り扱うこと。

（一）　別表に掲げる数値のいずれかを超える諸元の車両（一般乗合旅客自動車運送事業（道路運送法第三条第一号イに規定する道路運送事業をいう。以下同じ。）の用に供する車両を除く。以下「諸元超過車両」という。）にあっては一年、それ以外の車両にあっては二年を限度として、包括して一件の許可として取り扱うものとする。

（二）　（一）にかかわらず、諸元超過車両で次のいずれにも該当するものにあっては二年、それ以外の車両で次のいずれにも該当するもの（一般乗合旅客自動車運送事業の用に供する車両である場合にあっては（イ）に該当するもの）にあっては、四年を限度として、包括して一件の許可として取り扱うものとする。

（ア）ETC2.0登録規程（平成三十一年国土交通大臣告示第507号）の定めるところにより、その搭載するETC2.0車載器（いわゆる業務用支援ETC2.0車載器（通行開始地点と通行終了地点を含む通行経路を記録できるものをいう。）に限る。）に係る登録を受けたものであること

（イ）諸元超過車両にあっては許可又は（ア）の登録のいずれか遅い日前二年間、それ以外の車両にあっては許可又は（ア）の登録のいずれか遅い日前四年間、当該車両若しくは当該車両を通行させようとする者が、法第百四条第一項に係る告発、法第七十一条第一項の規定による許可の取消し、法第四十七条の四第一項の規定による措置命令又は八及び別添二の規定による警告若しくは公表を受けていないこと

（ウ）その車両を通行させようとする者が全国貨物自動車運送適正化事業実施機関である公益社団法人全日本トラック協会による安全性優良事業所の認定（いわゆる「Gマーク」の認定）を受け、これを届け出たものであること

（三）（二）の場合において、その許可の許可証（車両の通行の許可の手続き等を定める省令様式第二の許可証をいう。）の「有効期間」の欄の「自」の日から「至」の日までの期間が、一年以内であるもの（平成三十二年三月三十一日までに受けた（ア）の登録に係る車両に係るものであって、同日までに（ウ）の届出を行った者に係るものに限る。）にあっては当該「至」の日をその日から一年後の日と、一年を超えるもの（平成三十二年三月三十一日までに受けた（ア）の登録に係る車両に係るものであって、同日までに（ウ）の届出を行った者に係るものに限る。）にあっては当該「至」の日をその日から二年後の日とみなして取り扱う。
三　特殊な車両の通行の許可に係る複数の車両について、その車種、積載貨物、通行経路及び通行期間が同一である場合においては、それらの車両について、それぞれ申請書を提出させることを省略し、一の申請書により申請させることができること。
また、特定の特殊な車両に係る複数の通行経路についても、一の申請書により申請させることができること。
四　特殊な車両の通行の許可については、その適正な運用を図るため、許可限度の算定方法を定めた昭和五三年一二月一日付け道路局道路交通管理課長、道路局企画課長通達「特殊車両通行許可限度算定要領について」（以下「算定要領」という。）によること。
なお、許可限度を算定するために必要な橋梁、トンネル等の重量制限箇所、上空障害箇所その他の通行障害箇所の資料を収録した道路情報便覧（以下「道路情報便覧」という。）を作成することとする。
五　特殊な車両の通行の許可の事務処理については、別添一の通り「特殊な車両の通行許可事務処理要領」を定めたので、これに従って処理すること。
六　特殊な車両の通行の許可については、算定要領及び道路情報便覧を収録した電子計算システムにより処理することができること。
また、パーソナルコンピューターを用いた通行算定システムが導入されている窓口においては、付属書類（車両の通行の許可の手続等を定める省令第九条第二項の規定により申請書に添付しなければならない書類及び図面をいう。）の一部に代えて、当該書類に明示すべき事項を記録したフレキシブルディスクによる申請を受理することができること。
七　特殊な車両の通行の許可については、別途道路交通法第五七条において制限外積載許可の制度及び同法第五九条において制限外牽引許可の制度があるので、警察署長又は公安委員会との連絡を密にすること。
八　違反車両の指導、取締りについては、別添二の通り「道路法第４７条の１４に係る行政処分等の基準について」を定めたので、これに従って処理すること。
５　法第四七条の二第二項関係
一　道路管理者を異にする二以上の道路に係る特殊な車両の通行許可の申請については、申請者の便　宜と許可事務の迅速化を図るため、一の道路の道路管理者が他の道路管理者と協議して、申請に係るすべての道路について許可することができること。
二　一の趣旨にかんがみ、各道路管理者においては、本庁（局）のみならず出先事務所においても申請を受理するよう窓口を整備するとともに、権限の委任、専決事項の活用等により事務の効率化を図ること。また、他の道路管理者より協議を受けた場合、すみやかに回答するよう努めること。
６　法第四七条の三第四項関係

一　法第四七条の三第二項に基づく同意をした道路管理者（以下、「同意道路管理者」という。）が提供する許可の基準は、同意道路管理者が法第四七条の二第一項に基づく通行の許可に用いるものであって、車両の通行の許可の手続等を定める省令において定める基準に適合する車両を審査するために必要な基準とすること。

二　一の基準が、算定要領と同一である場合には、その旨を記載した文書の提出をもって足りるものとすること。

三　同意道路管理者が提供する道路の構造に関する情報とは、道路情報便覧に収録するための情報及び五〇〇分の一の縮尺で作成された道路の平面図とすること。
７　法第四七条の三第六項関係
法第四七条の三第六項に規定する道路管理者を異にする二以上の道路とは、同条第一項に基づいて指定された高速自動車国道又は指定区間内の国道と、他の道路管理者の管理する道路から構成されるものであること。
８　法第四七条の一〇関係
一　法第四七条の一〇第三項に規定する通行可能経路等の回答については、法第四七条の一〇第四項に規定する判定基準及び省令第一八条に規定する判定に係る道路の構造に関する情報に基づき行うものとする。
二　限度超過車両の回答の事務処理については、昭和五三年一二月一日付け道路局道路交通管理課長通達「特殊な車両の通行に関する事務の具体的処理について」において定めたので、これに従って処理すること。
三　特殊車両通行確認制度における違反車両の指導、取締りについては別添二の通り「道路法第４７条の１４に係る行政処分等の基準について」において定めたので、これに従って処理すること。
四　法第四七条の一〇第三項の回答の有効期間は、回答書に記載する通行可能期間の日付から１年間とする。
９　法第四七条の一一関係
　　一　法第四七条の一一第一項に基づく同意をした道路管理者が提供する判定基準等は、法第四七条の一〇第三項の回答を行うために必要な基準とすること。
　　二　一の判定基準が、算定要領と同一である場合には、道路管理者はその旨を通知することをもって足りるものとすること。
三　法第四七条の一一第一項に基づく同意をした道路管理者が提供する判定に係る道路の構造に関する情報が、道路情報便覧に収録されている情報と同一である場合には、道路管理者はその旨を通知することをもって足りるものとすること。
１０　法第七二条の二第二項関係

法第七二条の二第二項に規定する報告及び立入検査の実施方法及びその結果の取扱いについては、別に定めるところによること。
１１　既通達の取扱いについて
一　昭和四六年一一月三○日付け道路局長通達「車両の通行の制限について」については廃止する。
二　（略）
三　昭和四五年五月一四日付け道路局長通達「一般路線貨物自動車運送事業又は一般区域貨物自動　車運送事業の用に供する車両に係る車両制限令第一四条の運用について」については廃止する。
四　昭和四七年三月八日付け道路局長通達「橋梁等における車両の重量の限度等について」については廃止する。
五・六(略）
附　則　（平成３１年４月１日　国道車第６８号）

１　この通達は、平成３１年４月１日から適用する。

２　平成３３年３月３１日までの間、第二　４　二　（二）（イ）において、「四年間」とあるのは「二年間」と、「当該車両若しくは当該車両を通行させようとする者」とあるのは「当該車両」と読み替えて取り扱う。
附　則 （令和２年１２月２３日　国道車第５３号）

　この通達は、令和３年１月１日から適用する。
附　則　（令和４年３月３０日 国道車第８０号）

この通達は、令和４年４月１日から適用する。
（別表）
１ 寸法
	幅
	3.5m

	高さ
	4.3m

	長さ
	単　　車
	16.0m

	
	連結車
	セミトレーラ
	17.0m
※１、※２、※３

	
	
	フルトレーラ
	21.0m※４

	
	
	ダブルス
	21.0m


※１　被けん引車の後軸の旋回中心から車体の後面までの長さが3.8メートル以上4.2メートル以下の車両にあっては18メートル、3.2メートル以上3.8メートル未満の車両にあっては17.5メートル。

※２　貨物を被けん引車の車体の後方にはみ出して積載する場合にあっては、被けん引車の後軸の旋回中心から当該貨物の後端までの長さが3.8メートル以上4.2メートル以下の車両又は2.4メートル以上3.8メートル未満の自動車運搬用セミトレーラ連結車にあっては18メートル、3.2メートル以上3.8メートル未満の車両（自動車運搬用セミトレーラ連結車を除く。）又は1.9メートル以上2.4メートル未満の自動車運搬用セミトレーラ連結車にあっては17.5メートル。

　　ただし、自動車運搬用セミトレーラ連結車にあっては1.0ｍを超えて貨物をはみ出して積載することはできない。

※３　セミトレーラをけん引するための自動車の連結装置の中心が当該車両の後軸の車輪（複数軸を備えるものは後後軸の車輪）よりも後ろに備える車両にあっては21.0メートル。

※４　以下のいずれにも該当する車両にあっては25.0メートル

①自動車及び被けん引車がバン型のものであること

②ETC2.0登録規程の定めるところにより、その搭載するETC2.0車載器の登録を受けたETC2.0車載器が装着されたものであること
③その主な通行経路が物流の効率化を図るべき区間として別に定める区間であるものであること

２ 重量 
	単　　車


(t)
	最遠軸距
d　　(m)
	軸　　重　　配　　分　　比　　α

	
	2.7以下
	2.8
	2.9
	3.0
	3.1
	3.2
	3.3
	3.4
	3.5
	3.6
	3.7
	3.8
	3.9
	4.0

以上

	3.0≦d＜3.5
	26.8
	26.8
	26.8
	26.8
	26.8
	26.8
	26.8
	26.8
	26.8
	26.8
	26.8
	26.8
	26.8
	26.8

	3.5≦d＜4.0
	27.2
	27.2
	27.3
	27.3
	27.4
	27.5
	27.5
	27.6
	27.7
	27.7
	27.7
	27.7
	27.7
	27.7

	4.0≦d＜4.5
	27.7
	27.8
	27.9
	28.0
	28.1
	28.3
	28.4
	28.6
	28.7
	28.7
	28.7
	28.8
	28.8
	28.8

	4.5≦d＜5.0
	28.1
	28.3
	28.5
	28.7
	28.9
	29.1
	29.3
	29.6
	29.7
	29.8
	29.8
	30.0
	30.0
	30.1

	5.0≦d＜5.5
	28.4
	28.8
	29.1
	29.4
	29.6
	30.0
	30.2
	30.5
	30.8
	30.9
	31.0
	31.2
	31.3
	31.4

	5.5≦d＜6.0
	28.8
	29.2
	29.6
	30.1
	30.4
	30.8
	31.1
	31.5
	31.8
	31.9
	32.1
	32.3
	32.5
	32.6

	6.0≦d＜6.5
	29.2
	29.7
	30.2
	30.8
	31.2
	31.6
	32.0
	32.4
	32.8
	33.0
	33.2
	33.5
	33.7
	33.9

	6.5≦d＜7.0
	29.5
	30.2
	30.8
	31.4
	31.9
	32.4
	32.8
	33.4
	33.8
	34.1
	34.3
	34.7
	34.9
	35.2

	7.0≦d＜7.5
	29.9
	30.7
	31.4
	32.1
	32.7
	33.3
	33.7
	34.3
	34.9
	35.2
	35.5
	35.9
	36.2
	36.5

	7.5≦d＜8.0
	30.2
	31.1
	31.9
	32.8
	33.4
	34.1
	34.6
	35.3
	35.9
	36.2
	36.6
	37.0
	37.4
	37.7

	8.0≦d＜8.5
	30.6
	31.6
	32.5
	33.5
	34.2
	34.9
	35.5
	36.2
	36.9
	37.3
	37.7
	38.2
	38.6
	39.0

	8.5≦d＜9.0
	30.8
	31.9
	32.9
	34.0
	34.7
	35.4
	36.1
	36.8
	37.5
	37.9
	38.3
	38.7
	39.1
	39.5

	9.0≦d＜9.5
	31.1
	32.3
	33.4
	34.6
	35.3
	36.0
	36.7
	37.4
	38.1
	38.5
	38.8
	39.3
	39.7
	40.1

	9.5≦d＜10.0
	31.3
	32.6
	33.8
	35.1
	35.8
	36.5
	37.2
	37.9
	38.6
	39.0
	39.4
	39.8
	40.2
	40.6

	10.0≦d
	31.5
	32.9
	34.2
	35.6
	36.3
	37.0
	37.8
	38.5
	39.2
	39.6
	40.0
	40.3
	40.7
	41.1


	セミトレーラ


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(t)
	最遠軸距
d　　(m)
	軸　　重　　配　　分　　比　　α

	
	3.4以下
	3.5
	3.6
	3.7
	3.8
	3.9
	4.0
	4.1
	4.2
以上

	7.0≦d＜7.5
	30.0
	30.4
	30.7
	31.1
	31.4
	31.8
	32.3
	32.7
	33.1

	7.5≦d＜8.0
	31.1
	31.6
	31.9
	32.4
	32.7
	33.2
	33.8
	34.2
	34.7

	8.0≦d＜8.5
	32.3
	32.8
	33.2
	33.7
	34.1
	34.6
	35.2
	35.7
	36.3

	8.5≦d＜9.0
	33.4
	33.9
	34.4
	34.9
	35.4
	36.0
	36.7
	37.2
	37.8

	9.0≦d＜9.5
	34.5
	35.1
	35.6
	36.2
	36.7
	37.4
	38.1
	38.8
	39.4

	9.5≦d＜10.0
	35.7
	36.3
	36.9
	37.5
	38.1
	38.8
	39.6
	40.3
	41.0

	10.0≦d＜10.5
	36.8
	37.5
	38.1
	38.8
	39.4
	40.2
	41.0
	41.8
	42.6

	10.5≦d＜11.0
	37.6
	38.3
	38.9
	39.7
	40.3
	41.1
	41.9
	42.7
	43.5

	11.0≦d＜11.5
	38.3
	39.1
	39.7
	40.5
	41.2
	42.3
	42.8
	43.5
	44.3

	11.5≦d＜12.0
	39.1
	39.8
	40.5
	41.4
	42.0
	42.8
	43.6
	44.4
	45.2

	12.0≦d＜12.5
	39.8
	40.6
	41.1
	42.2
	42.9
	43.7
	44.5
	45.3
	46.1

	12.5≦d＜13.0
	40.6
	41.4
	42.2
	43.1
	43.8
	44.6
	45.4
	46.1
	46.9

	13.0≦d＜13.5
	41.3
	42.2
	43.0
	43.9
	44.7
	45.5
	46.3
	47.0
	47.8

	13.5≦d＜14.0
	41.3
	42.2
	43.1
	44.0
	44.9
	45.7
	46.5
	47.3
	48.1

	14.0≦d＜14.5
	41.3
	42.3
	43.2
	44.2
	45.1
	45.9
	46.7
	47.5
	48.3

	14.5≦d＜15.0
	41.3
	42.3
	43.3
	44.3
	45.2
	46.1
	46.9
	47.8
	48.6

	15.0≦d 
	41.3
	42.3
	43.4
	44.4
	45.4
	46.3
	47.1
	48.0
	48.8


（注）　軸重配分比は、小数点以下第２位を四捨五入したものとする。
	フルトレーラ


　　
（含むダブルス）
	最遠軸距
d　　(m)
	重 量
(t)
	15.0≦d＜15.5
	47.2

	10.0≦d＜10.5
	35.0
	15.5≦d＜16.0
	48.0

	10.5≦d＜11.0
	36.2
	16.0≦d＜16.5
	48.7

	11.0≦d＜11.5
	37.4
	16.5≦d＜17.0
	49.5

	11.5≦d＜12.0
	38.7
	17.0≦d＜17.5
	50.2

	12.0≦d＜12.5
	39.9
	17.5≦d＜18.0
	50.4

	12.5≦d＜13.0
	41.1
	18.0≦d＜18.5
	50.6

	13.0≦d＜13.5
	42.3
	18.5≦d＜19.0
	50.8

	13.5≦d＜14.0
	43.5
	19.0≦d＜19.5
	51.0

	14.0≦d＜14.5
	44.8
	19.5≦d＜20.0
	51.2

	14.5≦d＜15.0
	46.0
	20.0≦d
	51.4


[別添一]

特殊な車両の通行許可事務処理要領
第一（通則）
道路法（以下「法」という。）第四七条第一項に規定する最高限度又は同条第三項に規定する限度を超える車両（以下「特殊な車両」という。）についての法第四七条の二に規定する通行の許可に関する事務の処理については、この要領の定めるところによる。
第二（通行許可の申請）
（一）　申請は、車両の通行の許可の手続等を定める省令（以下「省令」という。）別記様式第一に定める申請書に必要な事項を記載のうえ、次の付属書類を添附させるものとする。ただし、更新又は変更の申請であるため又は他の方法により当該書類の内容を確認することができるためその添付の必要がないと認めるときは、その必要がないと認める書類の添付を省略させることができる。
（イ）　道路運送車両法による自動車検査証の写し
（ロ）　車両の諸元に関する説明書
（ハ）　車両内訳書
（二）　通行経路図及び通行経路表
（ホ）　道路運送法による一般旅客自動車運送事業の許可を受けている者にあっては、当該許可を受けていることを証する書面
（ヘ）　その他道路管理者が許可を行うにつき必要と認めるもの
（二）　（一）（ハ）の車両内訳書（別記様式１）は、車種、積載貨物、通行経路及び通行期間が同一である複数の車両の通行について、一の申請書により申請する場合（以下「包括申請」という。）において添附させるものとする。この内訳書には、同一の型式（道路運送車両法第七五条の規定に基づき指定される自動車の型式をいう。ただし、道路運送車両の保安基準（昭和二六年七月二八日運輸省令第六七号）第五五条の規定に基づく基準の緩和を受けた自動車にあってはその内容が同一のものをいう。以下同じ。）の車両が複数あるときには、それぞれ同一の型式ごとに一括して車両番号を記入させるものとする。この場合、それぞれ同一の型式ごとに一枚の自動車検査証の写しを添付させれば足りるものとする。
（三）　道路管理者が定める場合においては、（一）（ロ）の車両の諸元に関する説明書及び（二）の通行経路表に代えて、当該書類に明示すべき事項を記録したフレキシブルディスクによることができるものとする。
　なお、フレキシブルディスクの仕様等については、別に定めるところによるものとする。
第三（申請の受理）
（一）　道路管理者は、申請を受理したときは、申請受理・許可台帳（別記様式３）に必要な事項を記載するものとする。ただし、道路管理者が、別途、編綴簿の作成等これに替るべき方法を定めたときは、この限りでない。
（二）　道路管理者は、次に掲げる場合には、申請を受理しないものとする。
（イ）　申請書に必要な事項が記載されていない場合又は記載されている事項が明らかに誤っている場合
（ロ）　申請書に必要な付属書類が添付されていない場合又は添付された付属書類に記載されている事項が明らかに誤っている場合
（ハ）　申請が当該道路管理者が管理していない道路のみに係る場合
（二）　その他明らかに申請を受理することのできない事由がある場合
第四（手数料の徴収）
（一）　道路管理者は、法第四七条の二第二項に基づく他の道路管理者の管理する道路にわたる申請を受理した場合には、車両制限令（以下「令」という。）第一六条の手数料を徴収するものとする。
（二）　国土交通大臣は、法第四七条の三第六項に基づく他の道路管理者の管理する道路にわたる申請を受理した場合には、令第一八条の手数料を徴収するものとする。

（三）　手数料は、一台の車両に係る申請を一件として徴収するものとする。ただし、連結車の申請については、トラクタを単位として手数料を徴収するものとする。
第五（申請の審査）
道路管理者は、申請を受理した場合には、次の審査を行うものとする。
（イ）　申請に係る車両の構造又はその車両に積載する貨物が特殊であるためやむを得ないと認められるものであるか否かを審査すること。
（ロ）　申請に係る車両については別に定める特殊車両通行許可限度算定要領（以下「算定要領」という。）及び別に定めるところにより作成された道路情報便覧を使用して審査すること。
ただし電算処理の場合においては、その処理の結果に基づいて審査すること。
（ハ）　申請に係る車両の諸元が算定要領により算定できる範囲を超えるか、又はその通行経路に係る道路が道路情報便覧に収録されていないものについては、道路交通に与える影響等を考慮のうえ、通行経路に係る道路について個々に道路の構造に与える影響を照査、計算、試験等の方法に基づいて審査すること（個別審査）。
（二）　申請に係る車両の通行期間等が適切であるか否かを道路の構造及び道路交通に与える影響を考慮のうえ審査すること。
（ホ）　申請に係る車両の通行経路に係る道路について長期間にわたり通行の禁止又は制限が実施されているか否かを審査すること。
第六（協議）
（一）　協議は、協議書（別記様式４）並びに申請書（省令別記様式第一）及び付属書類の写しを送付することにより行うものとする。ただし、緊急やむを得ない場合には、電話連絡により協議することができる。この場合においては、協議内容を書面に記録しておかなければならいものとする。
（二）　（一）にかかわらず、道路情報便覧の資料の作成に際して、別に定めるところにより一般的包括的に事前協議を行った道路管理者相互間においては、算定要領及び道路情報便覧により処理することができる場合には、これらにより協議があったものとして取り扱うことができる。
　なお、電算処理により算定できるものについても、同様とする。
第七（協議の回答）
（一）　協議を受けた道路管理者は、当該道路管理者が管理する道路について、第五の審査に準じて必要な審査を行い、当該車両の可否、付すべき条件等協議を行った道路管理者が処分するにあたって必要な事項をすみやかに回答するものとする。
（二）　回答は、協議回答書（別記様式５）を送付することにより行うものとする。ただし、緊急やむを得ない場合には、電話連絡により回答することができる。この場合においては、回答内容を書面に記録しておかなければならないものとする。
第八（許可）
（一）　道路管理者は、許可する場合には、道路の構造を保全し、又は交通の危険を防止するため、必要な条件を付さなければならないものとする。
（二）　条件の付与は、通行経路、通行時間の指定、徐行、誘導車の配置、橋梁等における連行の禁止、その他必要な事項を条件書（別記様式６）に具体的に記載して行うものとする。
（三）　道路管理者は、許可したときは、申請受理・許可台帳（別記様式３）に必要な事項を記載するものとする。ただし、道路管理者が編綴簿の作成等別途これに替るべき方法を定めた場合は、この限りでない。
（四）　許可の取消しを受けた車両については、取消しされた許可に係る経路と同一の経路について許可の申請があった場合は、平成八年九月一八日付け道路局長通達「特殊車両に関する指導取締りの強化について」記五なお書きによるものとする。

（五）　道路管理者は、許可しない場合には、その旨を不許可通知書（別記様式７）により申請者に通知するものとする。
第九（許可証の滅失等の取扱い）
道路管理者は、許可を受けた者から許可証（省令別記様式第二）を滅失、き損又は汚損したため許可証の再交付の申請があったときは、許可証再交付申請書（別記様式８）により、申請されるものとする。この場合において、き損又は汚損を理由とするときは、当該き損又は汚損した許可証を添付させるものとする。
第一○　（報告）
（一）　道路管理者は、申請件数、許可件数、協議件数、手数料収入額、告発件数、許可の取消し件数、是正指導件数、公表件数、措置命令件数その他許可状況等について、前年度の許可状況等報告書（別記様式９から別記様式９の４まで）を作成し、毎年四月末日までに国土交通省道路局（道路交通管理課）に報告するものとする。
（二）　道路管理者は、特殊な車両に起因する事故（死亡若しくは重傷に係る事故、道路損傷に係る重大な事故又は長時間の通行止、交通渋滞等社会的に重大な影響を及ぼした事故）が発生したときは、すみやかに国土交通省道路局（道路交通管理課）に電話連絡するとともに、特殊車両事故報告書（別記様式１０）により報告するものとする。
別記様式１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
車両内訳書
	整理番号
	区　　分
	車　　名
	型　　式
	車両番号
	備　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	（注）
・整理番号は、車両の諸元に関する説明書の整理番号と一致させる
こと。
・区分は、トラック・トラクタ・トレーラのうちいずれかを記入す
ること。
・同一の型式で道路運送車両の保安基準の緩和内容が異なる場合に
は、備考欄にその旨を明記すること。



別記様式２　削除
別記様式３
（用紙Ａ４）
特殊車両通行許可　受理・許可台帳（　　年度）
	受理日
	月　　　日
	受理番号
	
	許可日
	月　　　日

	申請区分
	新規　車両交換
車両台数減
更新　申請者変更
通行経路変更
変更　その他
（　　　　）
	申請者
　住所・氏名
	〒　　－
住所
会社名・氏名
代表者名　　　　　TEL（　　）　－
担当者名　　　　　TEL（　　）　－

	車両番号
	
	
	

	
	
	
	

	通行区分
	通行経路数
	手　数　料
	積載貨物
	措置命令
の有無
	協　議

	片道 　往復
	経路
	円
	
	有　無
	書　面
電　話

	車種区分
	

	車両諸元
	総 重 量
	隣接軸重
	長　　さ
	幅
	高　　さ
	最 大 軸 重

	
	kg
	kg
	cm
	cm
	cm
	kg

	許可期間
	通行条件
	通行時間

	
	
	（重量）
ＡＢＣＤ
	（寸法）
ＡＢＣ
	時から　　　時まで


別記様式４
（用紙Ａ４）
	特殊車両通行許可協議書
道路管理者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　   　殿
道路管理者
　　　　　　　　　　　　　　印
年　　月　　日付けで許可申請のあった別紙の件について許可
したいので貴管理道路の下記区間について、道路法第47条の2第2
項の規定により協議する。
道路名
区間
通行期間
年　　月　　日から　　年　　月　　日まで
備　　考



別記様式５
（用紙Ａ４）
	特殊車両通行許可協議回答書
道路管理者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　   　　殿
道路管理者
　　　　　　　　　　　　　　印
年　　月　　日付け第　 号で協議のあった下記道路について
は申請に係る車両の通行を許可してよいと認められるので回答します。
ただし、通行条件欄記載の条件に従わせること。
道　　路　　名
区　　　　　間
通　行　条　件
通行期間
年　　月　　日から　　　年　　月　　日まで
年　 月  　日付け第　　号で協議のあつた下記道路について
は下記の理由により申請に係る車両の通行を許可することは不適当で
あると認めるので回答します。
道路名
区間
道路現況
理　　由


	備　　　考
	


	特殊車両通行許可協議回答書
道路管理者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　殿
道路管理者
　　　　　　　　　　　　　　　印
年　　月　　日付け第　 号で協議のあった下記道路については申請に係る車両の通行を許可
してよいと認められるので回答します。
ただし、通行条件欄記載の条件に従わせること。
道　　路　　名
区　　　　　間
通　行　条　件
通行期間
年　　月　　日から　　　年　　月　　日まで
年　 月  　日付け第　　号で協議のあった下記道路については下記の理由により申請に係る
車両の通行を許可することは不適当であると認めるので回答します。
道路名
区間
道路現況
理　　由


	備　　　考
	


（用紙Ａ４）
	条　　　　　件　　　　　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　許可年月日　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　道路管理者　　　　　　　　印



別記様式７
（用紙Ａ４）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
殿　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　道路管理者
　　　　　　　　印
特殊車両通行許可申請の不許可について（通知）
年　　月　　日付けで申請のあった標記について下記により不
許可とする。
　なお、この処分について不服があるときは、行政不服審査法の定め
るところにより、本通知書を受け取った日の翌日から起算して3か月

以内に①　　　　　に、審査請求することができる（なお、本書を受
け取った日の翌日から起算して3か月以内であっても、処分の日から
１年を経過すると審査請求することができなくなる。）。また、行政事
件訴訟法の定めるところにより、本書を受け取った日（当該処分につ
き、審査請求した場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日）の翌日から起算して6か月以内に、②　　　　　を被告として(訴訟において②　　　　　を代表する者は③　　　　　となる。)、処分の取消しの訴えを提起することができる
（なお、本書を受け取った日又は裁決の送達を受けた日の翌日から起
算して6か月以内であっても、処分の日又は裁決の日から1年を経過
すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなる。）
記
1　不許可とした理由
2　その他



（備考）
１　①には、審査請求をすることができる行政庁の名称を記載すること。
２　②には、処分の取消しの訴えを提起することができる被告の名称を
記載すること。
３　③には、処分の取消しの訴えを提起した被告の代表する者を記載す
ること。
別記様式８
（用紙Ａ４）
	許可証再交付申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　道路管理者
　　　　　　　　　　　　       殿
住　所
氏　名
        　　 　　                       紛　失
　さきに交付を受けていました許可証を　汚　損　しましたので、再
交付下さるよう申請します。　　　　　  その他
記
1　許可年月日　　　　　　　　　　年　　月　　日
2　許可番号　
3　許可期間　　　　　自　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　 　至　　　年　　月　　日

	（注）1　再交付申請の理由は、該当するものを○で囲むこと。
（注）2　再交付申請の理由が「その他」の場合は（　　）内に具体的
[image: image1.emf]登　録回　答是　正公　表措　置その他

取　消取　消指　導命　令確　認

件　数件　数件　数件　数件　数状況等

４月

5月

６月

７月

８月

９月

10月

11月

12月

１月

２月

３月

計



特殊車両通行確認状況等報告書



項目月別

に記載すること。
3　汚損等の場合には従前の許可証を必ず添付すること。


別記様式９
（用紙Ａ４）　
特 殊 車 両 許 可 状 況 報 告 書 （ そ の 1 ）
　　　　　　　　　　　　　　　道路管理者名
	項
月 目
別
	申請受理・許可件数台数及び手数料
	手数料収入額

	
	受理
	許可
	手続中
	不許可
	

	
	件　数
	台　数
	件　数
	台　数
	件　数
	台　数
	件　数
	台　数
	

	4月
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	5月
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	6月
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	7月
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	8月
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	9月
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	10月
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	11月
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	12月
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	1月
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	2月
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	3月
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	円


別記様式９の２
（用紙Ａ４）
特 殊 車 両 許 可 状 況 報 告 書 （ そ の ２ ）
（車種区分別許可件数及び台数）
道路管理者名　　　　　　　　　　
	項
　 目
月
別
	単　　車
	建設機械
（自走車両のみ）
	ポール
トレーラ
	重量物運搬
セミトレー
ラ
	海上コンテ
ナセミト
レーラ
	一般セミ
トレーラ
	フルト
レーラ
	その他

	
	件数
	台数
	件数
	台数
	件数
	台数
	件数
	台数
	件数
	台数
	件数
	台数
	件数
	台数
	件数
	台数

	4月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	9月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	11月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	12月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）海上コンテナセミトレーラ及び一般セミトレーラの内訳は、別記様式9の3に記入のこと。
別記様式９の３
（用紙Ａ４）
海上コンテナ・一般セミトレーラ連結車内訳書
道路管理者名　　　　　　　　　　
	項
 目
月
別
	海上コンテナセミトレーラ連結車
	一般セミトレーラ連結車

	
	8フィート
6インチ
	9フィート
6インチ
	その他
	バン型
	タンク型
	幌枠型
	自動車の
運搬用
	コンテナ用
	その他

	
	件数
	台数
	件数
	台数
	件数
	台数
	件数
	台数
	件数
	台数
	件数
	台数
	件数
	台数
	件数
	台数
	件数
	台数

	4月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	9月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	11月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	12月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


別記様式９の４
（用紙Ａ４）
特 殊 車 両 許 可 状 況 報 告 書 （ そ の ３ ）
（期間別許可数及び台数等）
	項目
月別
	期間別許可件数及びその台数
	協　議
件　数
	回　答
件　数
	措置

命令

件数
	是正指導件数
	公表
件数
	許可取消件数
	告　発
件　数

	
	２　　　　年
	１　　　　年
	そ　の　他
	
	
	
	
	
	
	

	
	件　数
	台　数
	件　数
	台　数
	件　数
	台　数
	
	
	
	
	
	
	

	4月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	9月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	11月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	12月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


特殊車両通行許可状況報告書　記載要領
1　包括申請に係る件数の計上にあたっては、車両台数の如何にかかわらず、１件として取り扱うこと。
また、台数については、トラック・トラクタ内訳書（トレーラ台数は含まない。）に記載された車両台数によるものとする。
2　手続中の欄における４月の記載は、前年度末（３月）の手続中の数（件数・台数）をそれぞれ加算し記載する。
3　許可申請受理後、申請の取り下げがあった場合（通行が不必要となった場合等）不許可の欄の右側に［　］で外書きすること。
4　認定申請に係るものについては、協議等の件数及び手数料収入額欄を除く各欄それぞれの右側に（　）で外書きすること。
5　別記様式9の2のセミトレーラの内訳については、別記様式の9の3に記載すること。
別記様式10
（用紙Ａ４）
	特殊車両事故報告書
国土交通省道路局
（道路交通管理課長）　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日下記の事故が発生しましたので報告します。　　　　　　       

	日時等
	

	場所
	

	道路現況
	

	事故の原因
その他の概況
	

	運転者
	氏　名
住　所
会社名
住　所

	車両所有者
	

	被害者の
住　　　　所
氏　　　　名
年　　　　齢
被害状況
	

	交通規制
の内容
	

	損傷物件
の状況
	

	車両番号
	

	許可
回答
	許可証／回答書　有・無、番号（　第　号）、年月日（　　　）
有効期間（　　年　月　日から　　年　月　日まで）

	車両諸元
	
	総重量
	長さ
	幅
	高 さ
	最大軸重
	隣接軸重

	
	許 可
回 答
	kg
	 cm
	  cm
	  cm
	kg
	kg

	
	実 際
	kg
	  cm
	  cm
	  cm
	kg
	kg

	積載物
	許 可
回 答
	
	実際
	
	通行経路
	順守　違反

	通行時間
	順守　　違反
	告発手続
	有　　　　無

	備    考
	


（備考）
1　「日時、場所、道路現況」の欄は、事故の発生した日時、路線名、距離標、住所、天候、路面状況、車線数、幅員、一般部・橋梁部の別、直線・曲線（Ｒ　　）、勾配(　　％）等を記載すること。
2　「運転者、車両所有者」の欄は、それぞれの住所、氏名(代表者名）、職業、年齢、電話番号等を記載すること。
3　「車種分類」の欄は、単車、建設機械、セミトレーラ、ポールトレーラ、フルトレーラ、その他の別を記載するとともに、セミトレーラ及びフルトレーラについては、バン型、タンク型、幌枠型、コンテナ用（国際海上コンテナ用を除く。）、自動車の運搬用、国際海上コンテナ用、重量物の運搬用の別を（　）書きで記載すること。
4　隣接軸重については、最小隣接軸距に係る隣接軸重を記載すること。
[別添二]

道路法第四七条の一四に係る行政処分等の基準について

第一　趣旨
道路法（以下「法」という。）第四七条第二項の規定に違反し、又は同条第一項の政令で定める最高限度（車両制限令（以下「令」という。）第三条に規定する車両の幅、重量、高さ、長さ及び最小回転半径の最高限度をいう。）を超える車両（以下「特殊車両」という。）の通行に関し、法第四七条の二第一項の規定により道路管理者が付した条件に違反し、又は法第四七条の一〇第三項の回答の内容に従わないで車両を通行させている者等に対する道路管理者による取締り及び行政処分等については、この基準の定めるところによる。
第二　取締基地における取締りの実施
一　取締基地における取締り

（一）　道路管理者は、その管理に係る道路における特殊車両の通行実態、道路の状況その他の事情を勘案して、沿道その他の適切な場所に重量計その他の車両計測機器を備えた取締基地を設置し、特殊車両を違法に通行させている者に対して定期的に取締りを実施するものとする。
（二）　道路管理者は、取締りを実施するにあたっては、あらかじめ所轄警察署等と協議し、取締りの現場に警察官の立会いを求める等緊密な連携を図り、万全を期するものとする。
（三）　取締りの現場責任者には、必ず道路監理員をもって充てるものとする。
（四）　取締りにあたっては、別記様式第１の特殊車両取締調書を作成するものとする。
（五）　取締りの実施にあたっては、次の事項に留意するものとする。
（ア）　取締りに従事する職員は、服装を統一し、保安帽を着用すること。  
（イ）　取締りに従事する職員のうち、法第七一条第五項の規定により道路監理員に命ぜられている者は、必ず同条第七項に規定する身分証明書を携帯するものとし、「道路監理員　国土交通省」等を表示した腕章を着用すること。
二　特殊車両を違法に通行させている者に対する措置
道路管理者は、次に掲げる区分に従い、当該特殊車両を違法に通行させている者に対し、別記様式第２により、措置命令を行うものとする。
（一）　法第四七条第二項の規定に違反して特殊車両を通行させている場合においては、次により、それぞれ必要な措置を講ずることを命ずる。
（ア）　当該特殊車両の構造の一部を取りはずし又は積載貨物を分割することができるため、車両の幅、重量、高さ、長さ等の軽減等の措置を講ずることが可能である場合は、当該措置を講ずべきこと。
（イ）　当該特殊車両の構造の一部の取りはずし又は積載貨物の分割が不可能である場合は、法第四七条の二第一項の通行の許可又は法第四七条の一〇第三項の回答を得るまでの間、通行を中止すべきこと。
（二）　法第四七条の二第一項の規定により道路管理者が付した条件に違反して特殊車両を通行させている場合においては、当該条件に適合した措置を講ずべきことを命ずるほか、必要に応じて通行の中止等を命ずる。
（三）　法第四七条の一〇第三項の回答の内容に従わないで特殊車両を通行させている場合においては、次により、それぞれ必要な措置を講ずることを命ずる。
（ア）　当該特殊車両の構造の一部を取りはずし又は積載貨物を分割することができるため、車両の幅、重量、高さ、長さ等の軽減等の措置を講ずることが可能である場合は、当該措置を講ずべきこと。
（イ）　当該特殊車両の構造の一部の取りはずし又は積載貨物の分割が不可能である場合は、法第四七条の二第一項の通行の許可又は法第四七条の一〇第三項の回答を得るまでの間、通行を中止すべきこと。
（ウ）　法第四七条の一〇第三項の規定により道路管理者が付した条件に違反して特殊車両を通行させている場合においては、当該条件に適合した措置を講ずべきことを命ずるほか、必要に応じて通行の中止等を命ずる。

（四）　道路管理者は、特殊車両を違法に通行させた者が、法第四七条第二項の規定に違反し、若しくは法第四七条の二第一項の規定により道路管理者が付した条件に違反し、又は法第四七条の一〇第三項の回答の内容に従わないで特殊車両を通行させている場合において、その違反の程度が軽微であり、前記（一）から（三）までのいずれかの措置を講ずる必要がないと認められる場合は、別記様式第３により、措置命令に代えて、警告を行うものとする。
（五）　道路管理者は、特殊車両を違法に通行させた者が、道路管理者による総重量の軽減等の措置命令に応じて積載貨物の分割等を行う場合は、特殊車両を違法に通行させた者の責任と負担において、当該貨物を別の車両に積み替えさせる等の措置を講じさせるものとする。
（六）　道路管理者は、前記（一）から（三）までのいずれかの措置を命じた場合、当該特殊車両を使用する者に対し、別記様式第３の２により、再発防止のための警告を行うものとする。

第三　自動計測装置による計測

一　自動計測装置による計測

道路管理者は、第二の一によるほか、必要に応じ、走行中の車両の重量等を自動的に計測できる装置（以下「自動計測装置」という。）を設置し、特殊車両の違法通行の実態を連続的に把握するものとする。なお、自動計測装置の運用にあたっては、適切にその維持管理を行うものとする。
二　自動計測装置の計測結果に基づく警告
道路管理者は、自動計測装置の計測結果に基づき、使用している特殊車両が、法第四七条第二項の規定に違反し、若しくは法第四七条の二第一項の規定により道路管理者が付した条件に違反し、又は法第四七条の一〇第三項の回答の内容に従わないで通行していることを確認された者に対し、別記様式第３の３により、警告を行うものとする。

第四　繰り返し特殊車両を違法に通行させた者等に対する措置

一　繰り返し特殊車両を違法に通行させた者等に対する行政指導

道路管理者は、繰り返し特殊車両を違法に通行させた者（法人又は人の業務に関して特殊車両を違法に通行させた場合にあっては当該法人又は人）又は第三の二により警告を受けた者に対しては、国道事務所等に呼び出して対面で是正指導書を手交するなどし、再び違反行為がなされないよう、是正を求めるものとする。

二　報告及び立入検査の実施

　　道路管理者は、前記一の行政指導のための呼び出しなどに応じない者に対して、報告及び立入検査（立入検査については、法第四七条の一〇第三項の回答の内容に従わないで特殊車両を通行させた者を除く。）を実施し、特殊車両を違法に通行させた事実等を確認するため、資料の提出を求めることができる。

三　行政指導内容の公表
道路管理者は、前記一による是正指導を繰り返し受けたにもかかわらず、当該是正指導を受けた者が是正に応じない場合は、弁明の機会を付与したうえ、再び前記一による是正指導を実施し、その名称及び是正指導内容等を公表するものとする。

四　許可の取消し
道路管理者は、次のいずれかに該当する場合においては、当該特殊車両の通行に係る法第四七条の二第一項の規定による許可を受けた者に対し、当該許可が当該道路管理者に係るものであるときは、あらかじめ聴聞を行ったうえ、別記様式第４により当該許可を自ら取り消し、当該許可が他の道路管理者に係るものであるときは、別記様式第５により、当該他の道路管理者に対し、当該違反事実等について通知するものとする。また、許可の取消しを行った道路管理者は、許可の取消しを受けた者の名称及び取り消した許可の内容等を公表するものとする。
なお、許可を取消した場合には、すみやかに許可証を返還させるものとする。
（一）　法第四七条の二第一項の許可に係る通行経路において法第四七条第二項の規定に違反し、又は法第四七条の二第一項の規定により道路管理者が付した条件に違反して特殊車両を通行させ、人の死亡又は重傷に係る交通事故若しくは道路の損壊に係る重大な交通事故を発生させたとき。
（二）　法第四七条の二第一項の許可に係る通行経路において法第四七条第二項の規定に違反し、又は法第四七条の二第一項の規定により道路管理者が付した条件に違反して特殊車両を通行させている者に対する法第四七条の一四第一項の規定による道路管理者の命令に違反して特殊車両を通行させたとき。
（三）　常習的に、法第四七条の二第一項の許可に係る通行経路において法第四七条第二項の規定に違反し、又は法第四七条の二第一項の規定により道路管理者が付した条件に違反して特殊車両を通行させたとき。
五　登録の取消し
（一）　地方整備局、北海道開発局及び沖縄総合事務局（以下「地方整備局等」という。）は、次の（ア）、（イ）若しくは（オ）の法第四七条の七第一項の規定による虚偽の届出をしたと認められるときのいずれかに該当する場合、又は、次の（ウ）、（エ）若しくは（オ）の法第四七条の七第一項の規定による届出をしないと認められるときのいずれかに該当し、是正指導を行ったにも関わらず、是正に応じない場合においては、法第四七条の四の限度超過車両の登録を受けた者に対し、あらかじめ聴聞を行ったうえ、別記様式第６により当該登録を取り消すものとする。また、登録の取消しを行った地方整備局等は、登録の取消しを受けた者の名称及び取り消した登録の内容等を公表するものとする。
（ア）　指定登録確認機関から登録を受けた者が偽りその他不正の手段により登録車両の登録を受けた旨の報告書の提出を受けたとき。
（イ）　法第四七条の六第一号に規定する車両の構造の基準に適合しないと認められるとき。
（ウ）　法第四七条の六第二号に規定する通行経路に係る記録の保存の方法の基準に適合しないと認められるとき。
（エ）　法第四七条の六第三号に規定する積載する貨物の重量に係る記録の保存の方法の基準に適合しないと認められるとき。
（オ）　法第四七条の七第一項の規定による届出をせず、又は、虚偽の届出をしたと認められるとき。
（二）　地方整備局等は、（一）の登録の取消しを行った場合においては、別記様式第７により国土交通省道路局（道路交通管理課）あて報告するものとする。
六　回答の取消し
地方整備局等は、次のいずれかに該当する場合においては、当該特殊車両の通行に係る法第四七条の一〇第三項の回答を受けた者に対し、次の（一）の交通事故が発生した道路の管理、（二）の命令、（三）の常習的と判断された直近の取締り、又は、（四）の違反行為の取締りが当該地方整備局等に係るものであるときは、あらかじめ聴聞を行ったうえ、別記様式第６により当該回答を自ら取り消すものとする。地方整備局等以外の道路管理者は、次の（一）の交通事故が発生した道路の管理、（二）の命令、（三）の常習的と判断された直近の取締り、又は、（四）の違反行為の取締りが地方整備局等以外の道路管理者に係るものであるときは、別記様式第８により、次の（一）から（四）までのいずれかを行った道路の所在地を管轄区域とする地方整備局等に対し、当該違反事実等について通知するものとする。また、回答の取消しを行った地方整備局等は、回答の取消しを受けた者の名称及び取り消した回答の内容等を公表するものとする。
（一）　法第四七条の一〇第三項の回答の内容に違反して特殊車両を通行させ、人の死亡又は重傷に係る交通事故若しくは道路の損壊に係る重大な交通事故を発生させたとき。
（二）　法第四七条の一〇第三項の回答の内容に違反して特殊車両を通行させている者に対する法第四七条の一四第一項の規定による道路管理者の命令に違反して特殊車両を通行させたとき。
（三）　常習的に、法第四七条の一〇第三項の回答の内容に違反して特殊車両を通行させたとき。
（四）　法第四七条第二項の規定に違反して車両の総重量の最高限度の二倍の重量（法第四七条の一〇第三項の回答を受けた車両にあっては、回答を受けた車両の総重量から車両の総重量の最高限度を減じた重量に、車両の総重量の最高限度の二倍の重量を加算した重量）以上の特殊車両を通行させたとき。
七　指定登録確認機関への通知
地方整備局等は、登録の取消し又は回答の取消しを行った場合においては、別記様式第９により指定登録確認機関に対して当該登録の取消し又は回答の取消しの事実等について通知するものとする。

八　告発
道路管理者は、次のいずれかに該当する場合においては、当該特殊車両を通行させた者を、別記様式第１０（（二）及び（七）に該当する場合においては、別記様式第１０の２、（四）に該当する場合においては、別記様式第１０の３）により告発するものとする。ただし、緊急やむを得ないときは、口頭により告発するものとする。
（一）　法第四七条第二項の規定に違反し、又は法第四七条の二第一項の規定により道路管理者が付した条件に違反して特殊車両を通行させ、人の死亡又は重傷に係る交通事故、若しくは道路の損壊に係る重大な交通事故を発生させたとき。
（二）　法第四七条第二項の規定に違反し、又は法第四七条の二第一項の規定により道路管理者が付した条件に違反して特殊車両を通行させている者に対する法第四七条の一四第一項の規定による道路管理者の命令に違反して特殊車両を通行させたとき。
（三）　常習的に、法第四七条第二項の規定に違反し、又は法第四七条の二第一項の規定により道路管理者が付した条件に違反して特殊車両を通行させたとき。

（四）　法第七二条の二第二項の規定に違反し、報告せず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、若しくは妨げたとき。
（五）　法第四七条第二項の規定に違反して車両の総重量の最高限度の二倍の重量（法第四七条の二第一項の規定による許可を受けた車両にあっては、許可を受けた車両の総重量から車両の総重量の最高限度を減じた重量に、車両の総重量の最高限度の二倍の重量を加算した重量）以上の特殊車両を通行させたとき。
（六）　法第四七条の一〇第三項の回答の内容に違反して特殊車両を通行させ、人の死亡又は重傷に係る交通事故若しくは道路の損壊に係る重大な交通事故を発生させたとき。
（七）　法第四七条の一〇第三項の回答の内容に違反して特殊車両を通行させている者に対する法第四七条の一四第一項の規定による道路管理者の命令に違反して特殊車両を通行させたとき。
（八）　常習的に、法第四七条の一〇第三項の回答の内容に違反して特殊車両を通行させたとき。
（九）　法第四七条第二項の規定に違反して車両の総重量の最高限度の二倍の重量（法第四七条の一〇第三項の回答を受けた車両にあっては、回答を受けた車両の総重量から車両の総重量の最高限度を減じた重量に、車両の総重量の最高限度の二倍の重量を加算した重量）以上の特殊車両を通行させたとき。

第五　取締結果の報告
一　道路管理者は、措置命令件数、是正指導件数、公表件数、許可の取消し件数及び告発件数について、特殊な車両の通行許可事務処理要領第一〇に基づき、同要領別記様式９の４により国土交通省道路局（道路交通管理課）あて報告するものとする。
二　道路管理者は、許可の取消しを行った場合においては、すみやかに当該許可取消し通知書その他の関係書類の写しを添付して、別記様式第１０の４により、国土交通省道路局（道路交通管理課）あて報告するものとする。
三　道路管理者は、登録の取消し件数（地方整備局等に限る。）、回答の取消し件数（地方整備局等に限る。）、是正指導件数、公表件数、措置命令件数その他確認状況等について、前年度の確認状況等報告書（別記様式第１１）を作成し、毎年四月末日までに国土交通省道路局（道路交通管理課）に報告するものとする。
四　地方整備局等は、回答の取消しを行った場合においては、別記様式第１２により、国土交通省道路局（道路交通管理課）あて報告するものとする。

五　道路管理者は、告発を行った場合においては、すみやかに当該告発状その他の関係書類の写しを添付して、別記様式第１３により、国土交通省道路局（道路交通管理課）あて報告するものとする。

六　道路管理者は、特殊車両を違法に通行させた者に対して発出した措置命令書、警告書その他関係書類の写しを添付して、別記様式第１４により、地方運輸局あて通知するものとする。
別記様式第１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

特殊車両取締調書

	日時
	年　　月　　　日　　　時　　　分
	場所
	

	運　転　者
	

	車両使用者
	

	車 種 分 類
	
	車両番号
	

	許可証／回答書の有無
	許可証／回答書番号
	許可日／回答日
	許可証／回答書有効期間

	有　（携帯、不携帯）

無
	号
	年　 月　 日
	自　　　年　 　月　　 日

至　　　年 　　月　 　日

	車 両 諸 元
	
	総　重　量
	長　　さ
	幅
	高　　さ
	最大軸重
	隣接軸重

	
	許可
回答
	kg
	cm
	cm
	cm
	kg
	kg

	
	実際
	kg
	cm
	cm
	cm
	kg
	kg

	積　載　物
	許可
回答
	
	実際
	
	通行経路
	順守　違反

	通 行 時 間
	順守　　　　違反
	誘導車
	順守　　　　違反

	処分の実施
	警告書を発行　　　　　措置命令書を発行（内容　　　　　　　　　　　　）

	記　　　事
	

	担 当 職 員
	責任者
	
	測定係
	
	記録係
	


（備考）

１　「運転者」の欄は、運転者の住所、氏名、連絡先等を記載すること。

また、「車両使用者」の欄は、車両使用者の会社名、住所等を記載すること。

２　「車種分類」の欄は、単車、建設機械、セミトレーラ、ポールトレーラ、フルトレーラ、その他の別を記載するとともに、セミトレーラ及びフルトレーラについては、バン型、タンク型、幌枠型、コンテナ用（国際海上コンテナ用を除く。）、自動車の運搬用、国際海上コンテナ用、重量物の運搬用の別を（　）書きで記載すること。

３　隣接軸重については、最小隣接軸距に係る隣接軸重を記載すること。
別記様式第２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

	措　置　命　令　書

年　　月　　日　

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　殿

　

所属会社　所在地

　　　　　　名称

　　　　　　代表者

道路管理者　　　　　  　　　印　　　

道路監理員　所属　　　　　　　

　氏名　　　　  　印　　

貴殿が通行させている車両（番号①　　　　　車両型式　　　　　積載貨物　　　　　　）は、下記のとおり道路法の規定に違反しているので、道路法②第　　　　条第　　　　　項の規定に基づき③　　　　　　を講じ、履行後、③　　　　　　の履行を証明する写真等の提出を命令する。

　なお、この処分について不服があるときは、行政不服審査法の定めるところにより、本措置命令書を受け取った日の翌日から起算して3か月以内に④　　　　　に、審査請求することができる（なお、本書を受け取った日の翌日から起算して3か月以内であっても、処分の日から１年を経過すると審査請求することができなくなる。）。また、行政事件訴訟法の定めるところにより、本書を受け取った日（当該処分につき、審査請求した場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日）の翌日から起算して6か月以内に、⑤　　　　　を被告として（訴訟において⑤　　　　　を代表とする者は⑥　　　　となる。）、処分の取消しの訴えを提起することができる（なお、本書を受け取った日又は裁決の送達を受けた日の翌日から起算して6か月以内であっても、処分の日又は裁決の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなる。）。

記

１　違反日時　　　　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分

２　違反場所

３　違反内容

４　違反条項

５　その他




（備考）

１　①には、番号標に表示されている番号、車両の型式及び積載貨物の名称を記載すること。

２　②には、措置命令の根拠条文を記載すること。

３　③には、措置命令の内容を記載すること。

４　④には、審査請求をすることができる行政庁の名称を記載すること。

５　⑤には、処分の取消しの訴えを提起することができる被告の名称を記載すること。

６　⑥には、処分の取消しの訴えを提起した被告の代表する者を記載すること。
別記様式第３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

	　　

警　告　書

年　　月　　日

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　殿


　所属会社　所在地

　　　　　　法人名

　　　　　　代表者

道路管理者　　　　　  　　　印　　　

道路監理員　所属　　　　　　　

　　　　　　氏名　　　　  　印　　

　　　　　　　　　　　　（注）

貴殿が通行させている車両（番号　　　　　車両型式　　　　　積載貨物　　　　　　）は、下記のとおり道路法の規定に違反しているので、今後は再び違反行為を行わないよう厳重に警告する。

記

１　違反日時　　　　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分

２　違反場所

３　違反内容

４　違反条項

５　その他




（備考）

　（注）には、番号標に表示されている番号、車両の型式及び積載貨物の名称を記載すること。
別記様式第３の２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

	警　告　書

年　　月　　日

住　所

法人名

氏　名　　　　　　　　　　　　　　殿

道路管理者　　　　　  　　　
　　　

貴殿が使用し、通行させている車両は、道路法の規定に違反していたため、当該車両を通行させていた貴社の従業員　　　　　に対し別添措置命令書の写しのとおり命令したところである。今後は違反行為の再発防止のため、相当の注意及び監督を尽くすよう厳重に警告する。

（①　なお、道路法の規定に違反して車両を通行させ、繰り返し措置命令を受けた際には、運輸支局等により貨物自動車運送事業法に基づく行政処分の対象となるので、留意すること。）


（備考）

１　別記様式第２の措置命令書の写しを添付すること。
２　①は、違反者が貨物自動車運送事業者であり、かつ「軽減措置」又は「通行の中止」を命じた

場合に記載すること。

別記様式第３の３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

	　　

警　告　書

第　　　　　　号

年　　 月 　　日

①　　　　　　　　　　殿

道路管理者　　　　　　　　　　印

　貴殿が使用し、通行させている車両（番号　　　　　　　　外　　　　台）は、車両重量自動計測装置による計測の結果、下記のとおり道路法の規定に違反していることが確認されたので、今後は違反行為の再発防止のため、相当の注意及び監督を尽くすよう厳重に警告する。

記

１　違反日時、違反車両及び違反場所

　　　別添一覧のとおり

２　違反内容

３　違反条項

４　その他




（備考）

１　①には、自動車検査証との照合によって得られた車両の使用者及び住所を記載すること。

２　違反ごとに違反日時、違反車両の車両番号、違反場所、車両重量自動計測装置による計測結果等を記載した、違反事実の一覧を添付すること。
別記様式第４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

	特殊車両通行許可取消し通知書

第　　　　　　号

年　　 月 　　日

　　　　　　　　殿

道路管理者　　　　　　　　　印

年　月　日付け第　号をもって貴殿に対して行った特殊車両通行許可は、下記の理由により取り消す。

　なお、この処分について不服があるときは、行政不服審査法の定めるところにより、本通知書を受け取った日の翌日から起算して3か月以内に①　　　　　に、審査請求することができる（なお、本書を受け取った日の翌日から起算して3か月以内であっても、処分の日から１年を経過すると審査請求することができなくなる。）。また、行政事件訴訟法の定めるところにより、本書を受け取った日（当該処分につき、審査請求した場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日）の翌日から起算して6か月以内に、②　　　　　を被告として（訴訟において②　　　　　を代表とする者は③　　　　　となる。）、処分の取消しの訴えを提起することができる（なお、本書を受け取った日又は裁決の送達を受けた日の翌日から起算して6か月以内であっても、処分の日又は裁決の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなる。）。

　

記

１　許可を取消した理由

２　その他




（備考）

１　①には、審査請求をすることができる行政庁の名称を記載すること。

２　②には、処分の取消しの訴えを提起することができる被告の名称を記載すること。

３　③には、処分の取消しの訴えを提起した被告の代表する者を記載すること。
別記様式第５　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

	第　　　　　　号

年　　 月 　　日

道路管理者

①　　　　　　　　　　　殿

　　道路管理者　②　　　　　　　印

特殊車両通行許可違反事実について（通知）

年　　月　　日付け第　　　号をもって貴殿が通行許可した車両（番号③　　　　車両型式　　　許可を受けた者の住所氏名）は、　年　月　日　時　　分頃　　県　　市　　町　　地先④　　　　線において⑤　　　し、許可の取消しを行うべき事案と思料されるため、通知する。

添付書類　　１

　　⑥

２

３




（備考）

１　①には、通行の許可を行った道路管理者名を記載すること。

２　②には、違反事実を通知する道路管理者名を記載すること。

３　③には、番号標に記載されている番号、車両型式並びに許可証に記載されている申請者の住所及び氏名を記載すること。

４　④には、道路種別及び路線名を記載すること。

５　⑤には、違反内容を記載すること。

６　⑥には、違反を証する書面（措置命令書（写）、特殊車両取締調書（写）、特殊車両通行許可証（写）、是正指導書（写）、改善報告書（写）、写真等）を添付し、その資料の名称を記載すること。
別記様式第６　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
	特殊車両の登録／確認の求めの回答取消し通知書
第　　　　　号
年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　殿
道路管理者　　　　　　　　　　　
年　　月　　日付け第　　号をもって貴殿に対して行った特殊車両の登録／確認の求めの回答は、下記の理由により取り消す。
なお、この処分について不服があるときは、行政不服審査法の定めるところにより、本通知書を受け取った日の翌日から起算して3か月以内に①　　　　　　に、審査請求することができる（なお、本書を受け取った日の翌日から起算して3か月以内であっても、処分の日から１年を経過すると審査請求することができなくなる。）。また、行政事件訴訟法の定めるところにより、本書を受け取った日（当該処分につき、審査請求した場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日）の翌日から起算して6か月以内に、②　　　　　　を被告として（訴訟において②　　　　　　を代表とする者は③　　　　　　となる。）、処分の取消しの訴えを提起することができる（なお、本書を受け取った日又は裁決の送達を受けた日の翌日から起算して6か月以内であっても、処分の日又は裁決の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなる。）。
記
１　特殊車両の登録／回答を取消した理由
２　その他



（備考）
１　①には、審査請求をすることができる行政庁の名称を記載すること。
２　②には、処分の取消しの訴えを提起することができる被告の名称を記載すること。
３　③には、処分の取消しの訴えを提起した被告の代表する者を記載すること。
別記様式第７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　      （用紙Ａ４）
	第　　　　　号
年　　月　　日
国土交通省道路局長　殿
（道路交通管理課長）
道路管理者
特殊車両の登録取消しについて（報告）
道路法第４７条の９第　　 号の規定に違反した者の特殊車両の登録を             年
              月              日に取り消したので下記のとおり報告する。
記
１　処　分　庁　　　　　　　道路管理者名
２　取消し処分を受けた者　　住所
氏名
所属会社　所在地
名　称
代表者
３　特殊車両の登録取消し通知書　　別添写のとおり
４　特殊車両の登録取消しに至った経緯　　別添のとおり


別記様式第８　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

	第　　　　　　号

年　　 月 　　日

道路管理者

①　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 道路管理者　②

特殊車両通行確認制度違反事実について（通知）

年　　月　　日付け第　　　号をもって回答した車両（番号③　　　　車両型式　　　回答を受けた者の住所氏名）は、　年　月　日　時　　分頃　　県　　市　　町　　地先④　　　　線において⑤　　　し、回答の取消しを行うべき事案と思料されるため、通知する。

添付書類　　１

　　⑥

２

３




（備考）

１　①には、道路の所在地を管轄区域とする地方整備局等名を記載すること。

２　②には、違反事実を通知する道路管理者名を記載すること。

３　③には、番号標に記載されている番号、車両型式並び回答を受けた者の住所及び氏名を記載すること。

４　④には、道路種別及び路線名を記載すること。

５　⑤には、違反内容を記載すること。

６　⑥には、違反を証する書面（措置命令書（写）、特殊車両取締調書（写）、登録車両の通行に関する回答書（写）、是正指導書（写）、改善報告書（写）、写真等）を添付し、その資料の名称を記載すること。
別記様式第９　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
	第　　　　　号
年　　月　　日
①　　　　　　　　　　　　　殿
道路管理者　②
特殊車両通行確認制度違反事実について（通知）
年　　月　　日付けにて登録／回答した車両（番号③　　　　　車両型式　　　　　通行させようとする者の住所氏名）は、　　　年　　月　　日に車両登録／回答書の取消しを行ったため、通知する。
添付書類　　１
④
２
３



（備考）
１　①には、指定登録機関名を記載すること。
２　②には、違反事実を通知する道路管理者名を記載すること。
３　③には、番号標に記載されている番号、車両型式並びに登録車両を通行させようとする者の住所及び氏名を記載すること。
４　④には、添付書類（特殊車両の登録／確認の求めの回答取消し通知書（写）、登録車両の通行に関する回答書（写））を添付し、その資料の名称を記載すること。
別記様式第１０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

	告　　　　発　　　　状

告 発 人　　道路管理者　　　　　　　　　　　印

被告発人　　住　所

　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　職　　　業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年齢

　　　　　　　　　　所属会社名

1 
被告発人　所在地

　　　　　　法人の名称

　　　　　　（代表者氏名）

　被告発人　　　は、　　年　　月　　　日　　　時　　　分頃　　　県　　　市　　　町　　地先②　　　　線を道路法③　　　　に違反して車両（番号④　　　　車両型式　　　　積載貨物　　　　　）を通行させていたものである。

　かかる行為は、道路法第104条第1号に該当するものであるので告発する。

1 
被告発人　　　は、同（法）人の業務に関し、同（法）人の代表者又は同（法）人の代理人、使用人その他の従業者である上記被告発人が上記違反行為をしていることから、道路法第107条に該当するものとして、告発する。（なお、上記被告発人が上記違反行為をしてい

るにもかかわらず、また、被告発人　　　に対する再三の是正指導にもかかわらず、改善されず違反行為が繰り返し行われたものであり、当該違反行為を防止するため、当該業務に対し相当の注意及び監督を尽くさなかったものである。）

添付書類　　１

　　　⑤

２

３

　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　県警察本部　　警察署長　

　殿

　


（備考）

１　道路法第47条第2項若しくは同法第47条の2第1項の規定により道路管理者が付した条件に違反した車両又は同法第47条の10第3項の回答の内容に違反した車両にこの告発状を使用すること。

２　①は道路法第107条（いわゆる「両罰規定」）に該当する場合に記載すること。

３　②には、道路種別及び路線名を記載すること。

４　③には、違反条項を記載すること。

５　④には、番号標に表示されている番号、車両の型式及び積載貨物の名称を記載すること。

６　⑤には、違反を証する書面（措置命令書（写）、特殊車両取締調書（写）、特殊車両通行許可証（写）、登録車両の通行に関する回答書（写）、是正指導書（写）、改善報告書（写）、写真等）を添付し、その資料の名称を記載すること。
別記様式第１０の２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

	告　　　　発　　　　状

告 発 人　　道路管理者　　　　　　　　　　　印

被告発人　　住　所

　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　職　　　業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年齢

　　　　　　　　　　所属会社名

1 
被告発人　所在地

　　　　　　法人の名称

　　　　　　（代表者氏名）

　被告発人　　　は、　　年　　月　　　日　　　時　　　分頃　　　県　　　市　　　町　　地先②　　　線を道路法③　　　に違反して車両（番号④　　　車両型式　　　積載貨物　　　）を通行させていたので、道路管理者（道路監理員）⑤　　　が道路法第47条の１４第１項の規定に基づき当該車両の⑥　　　を命じたが、この命令に違反して通行を継続したものである。

　かかる行為は、道路法第103条第5号に該当するものであるので告発する。

1 
被告発人　　　は、同（法）人の業務に関し、同（法）人の代表者又は同（法）人の代理人、使用人その他の従業者である上記被告発人が上記違反行為をしていることから、道路法第107条に該当するものとして、告発する。（なお、上記被告発人が上記違反行為をしてい

るにもかかわらず、また、被告発人　　　に対する再三の是正指導にもかかわらず、改善されず違反行為が繰り返し行われたものであり、当該違反行為を防止するため、当該業務に対し相当の注意及び監督を尽くさなかったものである。）

添付書類　　１

　　　⑦

２

３

　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　県警察本部　　警察署長　

　殿



（備考）

１　道路法第47条の14第1項の規定に基づく道路管理者の措置命令に違反した車両にこの告発状を使用すること。

２　①は道路法第107条（いわゆる「両罰規定」）に該当する場合に記載すること。

３　②には、道路種別及び路線名を記載すること。

４　③には、違反条項を記載すること。

５　④には、番号標に表示されている番号、車両の型式及び積載貨物の名称を記載すること。

６　⑤には、措置命令を行った道路管理者（道路監理員）の氏名を記載すること。

７　⑥には、措置命令の内容を記載すること。

８　⑦には、違反を証する書面（措置命令書（写）、特殊車両取締調書（写）、特殊車両通行許可証（写）、是正指導書（写）、改善報告書（写）、写真等）を添付し、その資料の名称を記載すること。
別記様式第１０の３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

	告　　　　発　　　　状

告 発 人　　道路管理者　　　　　　　　　　　印

被告発人　　住　所

　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　職　　　業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年齢

　　　　　　　　　　所属会社名

①

被告発人　所在地

　　　　　　法人の名称

　　　　　　（代表者氏名）

2 　道路管理者　　　　が道路法第72条の2第2項に基づき、被告発人　　　に対し、　　年　　月　　日付け文書により、報告を求めたところであるが、これを（拒否しているところである。虚偽の報告を行ったところである。）

3 　道路管理者　　　　が道路法第72条の2第2項に基づき、被告発人　　　に対し、　　年　　月　　日付け文書により、立入検査の実施に係る通知を行ったが、これを（拒否　妨害）し、検査を実施することができなかったところである。

　かかる行為は、道路法第106条第2号に該当するものであるので告発する。

①

被告発人　　　は、同（法）人の業務に関し、同（法）人の代表者又は同（法）人の代理人、使用人その他の従業者である上記被告発人が上記違反行為をしていることから、道路法第107条に該当するものとして、告発する。（なお、上記被告発人が上記違反行為をしてい

るにもかかわらず、当該違反行為を防止するため、当該業務に対し相当の注意及び監督を尽くさなかつたものである。）

添付書類　　１

　　　④

２

３

　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　県警察本部　　警察署長　

　殿



（備考）

１　道路法第72条の2第2項の規定に基づき道路管理者が行う報告及び立入検査を拒否等をするものに対してこの告発状を使用すること。
２　①は道路法第107条（いわゆる「両罰規定」）に該当する場合に記載すること。

３　②は報告を拒否等する者に対して用いること。

４　③は立入検査を拒否等する者に対して用いること。

５　④には、違反を証する書面（措置命令書（写）、特殊車両取締調書（写）、特殊車両通行許可証（写）、是正指導書（写）、改善報告書（写）、写真等のほか、報告又は立入検査の実施に係る文書）を添付し、その資料の名称を記載すること。
別記様式第１０の４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

	第　　　　　　号

年　　 月 　　日

国土交通省道路局長　　殿

（道路交通管理課長）

道路管理者　　　　　　　　　　印

道路法違反者に対する特殊車両通行許可の取消しについて（報告）

　　　　　県　　　　市①　　　　線において、道路法第②　　　条第　　　項の規定に違反して車両を通行させた者の特殊車両通行許可を　　　　　　年　　　　月　　　　日取り消したので下記のとおり報告する。

記

１　処　分　庁　　　　　　　　道路管理者名

２　取消し処分を受けた者　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　氏名

　　　　　　　　　　　　　　　所属会社　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者

３　許可取消し通知書　　　　　別添写のとおり

４　違反状況及び許可の取消しに至った経緯

　　　　　　　　　　　　　　　別添のとおり

５　添付書類




（備考）

１　①には、道路種別及び路線名を記載すること。

２　②には、違反条項を記載すること。
別記様式第１１


別記様式第１２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        （用紙Ａ４）
	第　　　　　号
年　　月　　日
国土交通省道路局長　殿
（道路交通管理課長）
道路管理者
道路法違反者に対する特殊車両の確認の求めの回答の取消しについて（報告）
県　　　　市①　　　　　線において、道路法第②　　　条第　　　項の規定に違反して車両を通行させた者の確認の求めの回答を　　　　年　　　　月　　　　日に取り消したので下記のとおり報告する。
記
１　処　分　庁　　　　　　　道路管理者名
２　取消し処分を受けた者　　住所
氏名
所属会社　所在地
名　称
代表者
３　特殊車両の確認の求めの回答取消し通知書　　別添写のとおり
４　違反状況及び特殊車両の確認の求めの回答の取消しに至った経緯　　別添のとおり
５　添付書類
　　③


（備考）
１　①には、道路種別及び路線名を記載すること。
２　②には、違反条項を記載すること。
３　③には、違反を証する書面（措置命令書（写）、特殊車両取締調書（写）、登録車両の通行に関する回答書（写）、是正指導書（写）、改善報告書（写）、写真等）を添付し、その資料の名称を記載すること。

別記様式第１３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

	第　　　　　　号

年　　 月 　　日
国土交通省道路局長　　殿

（道路交通管理課長）

道路管理者　　　　　　　　　　印
道路法違反者に対する告発について（報告）

　　　　　県　　　　市①　　　線において、道路法第②　　　　条第　　　　項の規定に違反して車両を通行させた者等を、　　　　年　　　月　　　　日　　　　県警察本部　　　警察署長に告発したので下記のとおり報告する。

　道路法第７２条の2第2項の規定に違反して、（報告をしなかった　虚偽の報告をした　検査を拒んだ　検査を妨げた）者等を、　　　年　　　月　　　日　　　県警察本部　　　警察署長に告発したので下記のとおり報告する。

記

１　告 発 人　　　　　　道路管理者

２　被告発人　　　　　　住所

　　④　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　年齢

　　　　　　　　　　　　職業

　　　　　　　　　　　　所属会社名

３　告発状　　　　　　　別添写のとおり

４　違反状況及び告発に至った経緯

　　　　　　　　　　　　別添のとおり

５　添付書類




（備考）

１　①には、道路種別及び路線名を記載すること。

２　②には、違反条項を記載すること。

３　③に該当する場合は、これを用いることとし、適宜括弧内から該当するものを選ぶこと。

４　④には、被告発人が複数ある場合は、これを列挙すること。
別記様式第１４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

	第　　　　　　号

年　　 月 　　日

①　　　　　　　　　　　殿

　　道路管理者　②　　　　　　　印

道路法令違反通知書

　　次の貨物自動車運送事業者が使用し、通行させている車両は、道路法令の規定に違反したこと

　が確認されたので、通知します。

１　法人名

２　車両番号

３　住所（所在地）

４　氏名（代表者）

５　違反日時／違反内容／違反条項

６　その他




（備考）

１　①には、当該貨物自動車運送事業者の営業所等を管轄する地方運輸局等を記入する。

２　②には、違反事実を通知する道路管理者名を記載すること。

３　違反日時／違反内容／違反条項に関して、違反を証する書面（措置命令書（写）、警告書（写）、特殊車両取締調書（写）、是正指導書（写）、写真等）を添付すること。

状況









